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※複数の施設を有する事業にあっては、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

事 業 の 内 容

唐船峡そうめん流しは、九州最大の湖「池田湖」からの伏流水といわれ、日量10万トンもの

豊かな水量のある京田湧水を活用し、昭和37年に旧開聞町の事業として営業を開始しました。昭和45
年に(故)井上廣則氏らの考案による「回転式そうめん流し器」が意匠登録されると、全国から視察が相
次ぎ、今では県内にも類似施設が数多く存在するようになりました。開業からすでに半世紀が経ち、平
成4年度には年間338,000人の利用者が訪れるなど、唐船峡そうめん流しは鹿児島の夏の風物詩とし
て多くの皆様に親しまれています。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 浄化槽の清掃、保守点検、廃棄物処理業務等を民間事業者へ委託

 イ　指定管理者制度 なし（将来的な導入可能性を検討課題とする）

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ
なし（大規模施設更新における民間資金・ノウハウ活用の可能性を調査研

究する）

昭和３７年度

事 業 の 種 類 飲食業 施 設 名 唐船峡そうめん流し

職 員 数 39

策 定 日

計 画 期 間 ～

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分
非適用 事 業 開 始 年 度

別添１０－１

指宿市唐船峡そうめん流し経営戦略

団 体 名 指宿市

事 業 名 唐船峡そうめん流し



（２）料　金　形　態

（３）現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１）宿泊客数（観光客数）の見通し

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

令和5年度は料金改定と客数回復により営業利益率21.7%を記録したが、令和6年度は需要の構造変化（客数▲11.8%）と物価高騰に伴う固定費増（+8.5%）

により、利益率は12.5%に低下。

 経営の「余裕」を示す安全余裕率（MOS）は17.6%まで縮小しており、損益分岐点比率の改善（70%以下目標）が急務となっている。

令和8年度の170,000人を起点とし、各種施策（需要の平準化、地域連携）により、令和16年度に190,000人相当を「相当目標」として推計する。過去の22万

人目標から、料金改定後の実態に即した保守的なシナリオへ転換する。

―

企業債残高対料金収入比率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R4 14.3% 　R5 8.7% 　R6 8.4%

有 形 固 定 資 産 減 価償 却率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R4 ― 　R5 ― 　R6

113.6%

他 会 計 補 助 金 比 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R4 0.4% 　R5 0 　R6 0

経 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R4 96.0% 　R5 126.8% 　R6

159,166人

経 常 収 支 比 率

（ 又 は 収 益 的 収 支比 率）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R4 96.1% 　R5 126.3% 　R6 113.2%

料 金 の 概 要 ・ 考 え 方

料金(Ａ定食、Ｂ定食、そうめん)については、「指宿市唐船峡そうめん流し条例施行規則」の

規定に基づき定めている。料金水準は、費用(人件費、原材料費、修繕等)と料金が等しくなる

ように設定することを基本に、近隣同施設の料金と大きな差がないよう設定している。

料 金 改 定 年 月 日

（消費税のみの改定は含まない）
令和５年度８月

年 間 利 用 状 況

※ 単 位 を 明 記 す る こ と

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　R4 134,343人 　R5 180,440人 　R6(見込)





（２）

（３）

（４）組織の見通し

職員数は39名（職員3名、再任用・パート等36名）を最小限の基本配置として維持し、人件費の抑制を図ります。

今後はPOSデータ等の需要予測に基づいた「人時（にんじ）シフトの最適化」を深化させ、繁閑に応じた柔軟なスタッフ配置を徹底します。

また、マルチタスク化により現場の効率を高め、一般会計に依存しない自立した組織体制を堅持することで、持続可能な経営基盤を目指します。

料金収入の見通し

令和6年度実績の客単価1,580円をベースとし、令和8年度の2億6,860万円から令和17年度の3億3,184万円に向けて、付加価値向上やメニュー最適化により着

実な確保を図る。

施設の見通し

築54年が経過したエレベーター棟の老朽化が最大のリスクであり、耐震調査や「建て替え」を含めた抜本的な整備方針を検討する。

年間650万〜800万円程度の計画修繕により、支払いの平準化と予防保全を徹底する。



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（

２
投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

原則として事業収益による自己資金（基金）で賄うが、エレベーター棟等の大規模投資が必要な際は地方債の活用を検

討する。

投資財源は原則として「事業収益の内部留保（基金）」で賄い、一般会計繰入は行わないことを基本方針とする。年度間の投資額の平準化（年平均700万

円前後）により、資金繰りの安定と基金残高の維持を両立する。

やむを得ず大規模投資を実施する場合に限り、投資効果・耐用年数・償還負担を精査したうえで活用を検討する。

また、財源確保の取組として、①料金収入（客単価・セット比率・物販比率）の改善、②原材料費率の上限管理（ロス削減・仕入最適化）、③人件費の

稼働率連動化（繁閑運営）により、基金への安定的な積立・維持を図る。加えて、補助金等の外部財源は採択時のみ計画に織り込み、平時は保守的に見込

む。

人時（にんじ）シフトの最適化による人件費の抑制、および原材料費の月次管理（ロス削減）を徹底し、損益分岐点を下げる。

経営方針としては、「豊かな京田湧水をアピールし、積極的なPR活動を行うとともに、設備の効率的・効果的な維持管理を行うことにより、顧客満足度を

向上させる。」とし、以下のような取組方針とする。

【自立型財政マネジメントの確立】

整備等基金（目標1億円）の範囲内での運営を基本とするが、大規模更新時には有利な地方債を機動的に活用する。

【損益分岐点比率の改善】

短期的には75%以下、中長期的には70%以下（安全余裕率30%以上）を目指す。

目 標

安全・衛生の確保、回転率の向上、粗利改善に資する案件を優先し、年平均700万円前後に平準化して投資を行う。

利用者の回転率向上（待ち時間短縮・動線改善）と省エネ・ロス削減に資する投資を優先する。投資は突発的な大規模化を避け、計画修繕として優先順位

（安全・衛生＞稼働継続＞回転率＞快適性）のもとで実施する。

また、設備更新は「延命できるものは延命」「更新が必要なものは計画的に更新」を基本とし、日常点検・予防保全を強化して故障起因の営業停止リスク

を最小化する。投資判断にあたっては、来場者数の下振れリスクを踏まえ、投資効果（増客・回転率・省エネ・粗利）をKPIで検証し、効果が確認できな

い投資は延期または仕様縮減（スペックダウン）を行う。



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

繰 入 金

一般会計からの繰入金に依存しない「自立型経営」を徹底します。運営費や建設改良費、地

方債の償還金については、事業収益を原資として積み立てた「指宿市唐船峡そうめん流し整

備等基金」を活用し、全額を自己資金で賄うことを原則とします。将来の施設更新に備え、

基金残高1億円を目標に維持・管理し、他会計からの補助を前提としない健全な財政基盤を確

立することで、持続可能な事業運営を実現します。

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る

収 入 増 加 の 取 組

施設更新に合わせ、混雑時の待ち時間を収益化する待合スペースの整備を検討します。そこ

では県産品の販売や観光PR、モニターによる情報提供を行い、食事以外の物販・サービス収

入の拡大を図ります。また、資産台帳の整備を通じて遊休スペースや施設価値を可視化し、

自販機の最適配置や民間連携による新事業の導入など、既存資産のポテンシャルを最大限に

活用した収益源の多角化を推進し、経営基盤の強化に繋げます。

そ の 他 の 取 組

ICT活用によるPOSデータ分析で需要予測を高度化し、人時シフトの最適化や回転率向上を推

進します。インバウンド個人客へのSNS発信や地域連携による周遊セット開発で、需要の平準

化と収益安定化を図ります。また、原材料調達における随意契約の見直し等によるコスト削

減を徹底します。将来課題として指定管理者制度やPFI、民営化といった多様な運営形態の検

討も行い、持続可能な経営体制を構築します。

料 金

令和5年8月の改定後の客単価1,580円を維持しつつ、一律の再値上げではなく、セットメ

ニューの最適化や高付加価値化により収益性を向上させます。ICT活用による回転率向上で機

会損失を防ぎ、一般会計繰入に依存しない自立型経営の財源を確保します。インバウンド客

への訴求や地域連携商品の開発により需要を平準化し、安定的な料金収入の最大化と経営の

健全化を図ります。

稼 働 率 ・ 利 用 者 数

令和8年度を170,000人の起点とし、令和16年度に190,000人を目指す「相当目標」を掲げま

す。量的拡大から「客数回復と粗利確保の両立」へ転換し、団体・教育旅行の誘致による需

要の平準化や、地域宿泊施設との連携による周遊セット販売、インバウンド個人客への訴求

を強化します。また、ICT活用により混雑時の回転率を向上させ、限られた収容能力の中で稼

働率の最大化と収益の安定確保を図ります。

企 業 債

これまでの「起債原則ゼロ」の方針を見直し、自立型経営を堅持しつつも、大規模な施設更

新時には機動的に地方債を活用する方針へと転換します。特に、築54年が経過したエレベー
ター棟の建て替え等、整備等基金（目標1億円）のみでは不足する多額の投資が必要な際は、有利な
起債を検討します。これにより、将来世代への負担平準化を図りつつ、必要な投資を確実に実施でき
る持続可能な財政運営を実現します。

民 間 活 用

将来にわたる持続可能な運営体制を構築するため、これまでのパート職員雇用や一部業務委

託を中心とした活用から、新たな官民連携手法（PFI/PPP）の調査・研究や、運営形態の多様

化（指定管理者制度・民営化）の検討、民間経営ノウハウによるオペレーションの高度化等

のより踏み込んだ民間活力の導入を検討します。

投 資 の 適 正 化

年650万〜800万の「計画修繕」で支払を平準化し、突発支出を抑制します。投資優先順位を

「安全・衛生」「回転率向上」「粗利改善」に厳選し、財源を効果的に投入します。エレ

ベーター棟等の老朽施設は、台帳整備や有利な地方債の機動的活用、建替検討を含む精緻な

資産管理を行い、経営の安定化を図ります。

そ の 他 の 取 組

ICT活用によるPOSデータ分析で需要予測を高度化し、人時シフトの最適化や回転率向上を推

進します。インバウンド個人客へのSNS発信や地域連携による周遊セット開発で、需要の平準

化と収益安定化を図ります。また、原材料調達における随意契約の見直し等によるコスト削

減を徹底します。将来課題として指定管理者制度やPFI、民営化といった多様な運営形態の検

討も行い、持続可能な経営体制を構築します。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。

　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解

消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証、

改 定 等 に 関 す る 事 項

【PDCAサイクルの実施】

毎年度の決算後に計画と実績の乖離を検証。特に利用客数、客単価、原価率、損益分岐点比

率をKPIとして四半期ごとにモニタリングする。

【ローリング】

概ね5年ごとに投資計画および財源内容の見直しを行う。

そ の 他 の 取 組

経営指標に「安全余裕率（MOS）」を導入し、損益分岐点比率70%以下を目標に四半期単位で

モニタリングを実施します。具体策として、長年継続してきた原材料（醤油・味噌等）の随

意契約を抜本的に見直し、品質を維持しつつ競争原理を導入して調達コストを低減します。

また、POSデータに基づき「人時（にんじ）シフトの最適化」を深化させ、繁閑に応じた柔軟

なスタッフ配置により人件費の可変化（固定費抑制）を徹底し、強い経営体質を構築しま

す

事業の意義、提供する

サービス自体の必要性

【地域コミュニティにおける役割（郷土愛の醸成）】

地元住民にとって、本施設は単なる飲食店ではなく、盆や正月等に帰省した家族を連れて訪

れる「地元のステータス」として深い愛着を持たれています。世代を超えた交流の場、およ

び郷土への誇りを支える場として、極めて高い必要性を有しています。

【 地域経済への貢献と雇用創出】

本事業は、年間を通じて50人前後の雇用（パート職員等を含む）を創出しており、地域の重

要な雇用の受け皿となっています。また、市内の宿泊施設や他の観光施設との周遊起点とな

ることで、地域経済全体への大きな波及効果をもたらしています。

公営企業として実施する

必 要 性

【持続的な観光振興と公共性の確保】

本施設は夏季だけでなく通年営業を行っており、国内外の観光客を安定的に誘致すること

で、指宿市の観光振興に大きく寄与しています。利益の最大化のみを目的とする民間企業と

は異なり、地域全体の公栄とブランド価値向上を優先する公営企業として運営する意義があ

ります。

委 託 料

施設の清掃や保守点検等の外部委託について、定期的な仕様の見直しや契約範囲の精査を行

い、固定費の抑制を図ります。複数年契約の検討による単価の平準化を進めるとともに、繁

閑に応じた柔軟な運用を目指し「費用の可変化」を推進します。また、将来的な検討課題と

して包括的民間委託や指定管理者制度の導入可能性を調査し、民間ノウハウの活用による管

理運営の効率化とサービス品質の維持・向上を両立させます。

管 理 運 営 費

人時シフトの最適化により、繁閑に応じた効率的なスタッフ配置を行い、人件費の固定費化

を抑制します。原材料費は月次でのロス管理を徹底し、随意契約の継続的な見直しにより調

達コストの低減を図ります。ICT活用による需要予測の高度化や光熱水費の削減も進め、損益

分岐点比率70%以下の達成を目指します。これらコスト構造の適正化により、一般会計に依存

しない自立した持続可能な管理運営体制を確立します。

職 員 給 与 費

最新の人員配置を反映し、過去5年間の平均値をベースに積算します。賃上げ圧力を織り込み

つつ、曜日や時間帯別の需要予測に基づいた「人時（にんじ）シフトの最適化」により、人

件費の固定費化を抑制します,。繁閑に応じた柔軟なスタッフ配置やマルチタスク化を推進

し、現場のオペレーション効率を最大限に高めることで収益性の維持を図ります。



 様式第2号（法非適用企業）  投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 前々年度 前年度

区 分 （決算） （決算） （決算） （決算） （決算） （決算）
決 算

見 込

1 (A) 253,906 253,351 116,354 173,825 181,232 269,441 253,197 260,188 270,749 281,534 289,232 295,384 301,602 308,069 314,418 321,019 327,690 334,500

（１） (A) 253,906 253,351 109,132 142,144 180,450 269,441 253,197 260,188 269,943 280,696 288,371 294,505 300,704 307,152 313,482 320,064 326,715 333,505

ア 250,872 250,412 106,659 138,501 178,589 267,409 251,415 257,700 268,600 279,300 286,936 293,040 299,208 305,624 311,922 318,472 325,090 331,846

イ (C)

ウ 3,034 2,939 2,473 3,643 1,861 2,032 1,782 2,488 1,343 1,396 1,435 1,465 1,496 1,528 1,560 1,592 1,625 1,659

（２） 7,222 31,681 782 806 838 861 879 898 917 936 955 975 995

ア 7,222 31,681 782

イ 806 838 861 879 898 917 936 955 975 995

２ (D) 231,213 226,971 169,525 164,234 186,229 211,064 221,436 254,789 265,068 269,867 273,649 276,926 280,236 283,638 287,010 290,477 293,980 297,543

（１） 231,213 226,808 169,373 164,093 186,098 210,944 221,327 254,691 264,981 269,791 273,584 276,872 280,193 283,607 286,990 290,468 293,980 297,543

ア 87,096 89,219 84,508 78,010 76,745 80,336 81,590 103,022 105,000 105,525 106,053 106,583 107,116 107,652 108,190 108,731 109,275 109,822

イ 144,117 137,589 84,865 86,083 109,353 130,608 139,737 151,669 159,981 164,266 167,531 170,289 173,077 175,955 178,800 181,737 184,705 187,721

（２） 163 153 142 131 120 109 98 87 76 65 54 43 31 20 9

ア 163 153 142 131 120 109 98 87 76 65 54 43 31 20 9

イ

３ (E) 22,693 26,380 △ 53,171 9,591 △ 4,997 58,377 31,761 5,399 5,681 11,667 15,583 18,458 21,366 24,431 27,408 30,542 33,710 36,957

1 (F) 12,200 22,400 71,126 6,066 20,389 10,306 8,317 10,328 8,340 9,351 9,362 8,873 8,885 6,500 6,500

（１） 12,200 22,400

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 71,126 6,066 20,389 10,306 8,317 10,328 8,340 9,351 9,362 8,873 8,885 6,500 6,500

２ (G) 13,996 24,638 2,241 2,252 2,262 2,273 2,284 2,295 10,306 8,317 10,328 8,340 9,351 9,362 8,873 8,885 6,500 6,500

（１） 13,996 22,408 8,000 6,000 8,000 6,000 7,000 7,000 6,500 6,500 6,500 6,500

（２） (H) 2,230 2,241 2,252 2,262 2,273 2,284 2,295 2,306 2,317 2,328 2,340 2,351 2,362 2,373 2,385

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 1,796 △ 2,238 68,885 3,814 18,127 △ 2,273 △ 2,284 △ 2,295

(J) 20,897 24,142 15,714 13,405 13,130 56,104 29,477 3,104 5,681 11,667 15,583 18,458 21,366 24,431 27,408 30,542 33,710 36,957

(K) 14,575 4,543 40,055 18,838 256 3,500 6,000 9,000 11,000 13,000 15,000 17,000 18,000 19,000 20,000

(L)

(M)

(N) 6,322 19,599 15,714 13,405 13,130 16,049 10,639 2,848 2,181 5,667 6,583 7,458 8,366 9,431 10,408 12,542 14,710 16,957

(O) 114

(P) 6,208 19,599 15,714 13,405 13,130 16,049 10,639 2,848 2,181 5,667 6,583 7,458 8,366 9,431 10,408 12,542 14,710 16,957

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 253,906 253,351 109,132 142,144 180,450 269,441 253,197 260,188 269,943 280,696 288,371 294,505 300,704 307,152 313,482 320,064 326,715 333,505

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 34,600 32,370 30,129 27,878 25,615 23,342 21,058 18,763 16,457 14,139 11,811 9,471 7,120 4,758 2,385

○他会計繰入金 （単位：千円）位：千円）

年　　　　　度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 前々年度 前年度

区 分 （決算） （決算） （決算） （決算） （決算） （決算）
決 算

見 込

#VALUE! 78,000 31,680 781

- 78,000 31,680 781 -

#VALUE! 78,000 31,680 781

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和16年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度

令和7年度
（当初予

算）

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

112

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

106 107 108 109 110 111126 113 101 101 103 105収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 110 111 68 104 96

）

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

赤 字 比 率 （ ×100

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

令和17年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

本年度

令和7年度

（当初予算）

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息


